
平成30年度　公文書開示状況（3月決定分）　生活文化局

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

1 H31.2.15 H31.3.4

(1) 平成27年３月２日付26生
消取第825号「特定商取引に関
する法律第８条第１項に基づ
く業務の一部停止命令並びに
同条第２項に基づく公表につ
いて（○○）」
(2) 平成30年12月18日付30生
消取第830号「特定商取引に関
する法律第８条第１項に基づ
く業務の一部停止命令及び第
７条第１項に基づく指示並び
に第８条の２第１項の規定に
基づく業務の禁止命令並びに
各条第２項に基づく公表につ
いて（①●●、②△△、③□
□）」

69 1 1 1 1

（7条3号）本件処分に係る事業者提出資料及びその
内容については、事業者の判断・運営情報等が明ら
かになり、事業運営上の地位その他社会的な地位が
損なわれると認められるため
（7条4号）印影については、偽造等犯罪の予防に支
障を及ぼすおそれがあると認められるため
（7条6号）行政処分を行うために非公開で行う調査
及び検討に関する記述並びに検討内容に関する記述
については、公にすると、今後の同種の事案におい
て、調査に支障をきたすおそれがあり、事業の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

生活文化局消
費生活部取引
指導課

2 H31.2.20 H31.3.5

・「防潮扉パネルの運搬及び
一時保管について（依頼）」
・防潮扉パネルの一時保管の
経緯
・「防潮扉パネルの運搬及び
一時保管について（依頼）」
発出文（写）

3 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

3 H31.2.25 H31.3.11

一般財団法人○○　平成25年
度から平成29年度までの貸借
対照表及び正味財産増減計算
書

15 1
生活文化局都
民生活部管理
法人課

決定区分 （根拠規定）条例7条
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4 H31.3.6 H31.3.20
平成30年度実務研修「都民対
応力向上研修」請書

5 1 1
（7条4号）印影については、公にすることにより、
犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがある情報であ
るため

生活文化局総
務部総務課

5 H31.1.21 H31.3.22
平成24年4月17日付以降登記完
了届出書外29件

812 1 1 1 1 1

（7条2号）氏名・電話番号・メールアドレス・生年
月日・役職名等については、個人に関する情報で特
定の個人を識別することができるため
（7条3号）法人の財務状況、契約に係る情報等は、
法人の内部管理状況であり、公にすることにより、
当該法人の事業運営上の地位が損なわれるため
（7条4号）署名及び印影は、公にすることにより、
偽造等犯罪防止に支障を及ぼすおそれがあると認め
られるため
（7条6号）
立入検査実施情報等については、都が行う事務に関
する情報であり、公にすることにより当該法人のみ
ならず、他の法人に対する都による検査の適正な遂
行に支障を及ぼす可能性があるため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

6 H31.3.12 H31.3.26

防潮扇に描かれたバンクシー
の件について
（１）「防潮扉パネルの一時
保管の経緯」に12/26現地確認
～港湾局と協議という記載が
ある。その協議の中身が分か
る文書
（２）「防潮扉パネルの一部
保管の経緯」の1/11上記方向
性を庁内で確認という記載が
ある。この上記方向性を確認
した日時内容がわかる文書

1

（１）については、港湾局との協議は口頭で行わ
れ、協議内容についての文書を作成又は取得してい
ないため、不存在
（２）については、庁内での方向性の確認は口頭で
行われ、確認内容についての文書を作成又は取得し
ていないため、不存在

生活文化局文
化振興部企画
調整課

7 H31.3.13 H31.3.26
特定非営利活動法人○○の平
成30年度　事業情報書類

1
請求に係る公文書は、実施機関では作成及び取得し
ておらず、存在しないため

生活文化局都
民生活部管理
法人課
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8 H31.3.13 H31.3.26
特定非営利活動法人○○の平
成28年度事業報告書類　外7件

32 1 1 1

（7条2号）代表権のある理事以外の理事、監事、社
員の氏名、住所又は居所等については、個人に関す
る情報で特定の個人を識別することができるため

（7条4号）印影については、公にすることにより、
偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

9 H31.2.25 H31.3.29

・42諮問第○号　諮問文
・○○校設置要綱
・文部事務次官通達(昭和40年
○月○日付)（写）
・昭和43年○月○日付43答申
第○号　答申通知
・○○校設置に関する答申書

18 1
生活文化局私
学部私学行政
課

10 H31.2.25 H31.3.29
・東京都私立学校審議会委員
名簿　42.10.1現在
・○○校設置認可申請書

203 1 1 1 1

（7条2号）教職員の氏名、住所、電話番号、学歴、
性別等及び審議会委員の住所及び個人電話番号等に
ついては、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるため

（7条3号）予算書及び財産目録の金額、明細等は、
法人の内部管理に属する事項に関する情報であり、
公にすることにより当該法人の競争上又は事業運営
上の地位その他社会的地位が損なわれると認められ
るため

（7条4号）建物内部の詳細な構造については、建造
物侵入等の犯罪を誘発し、又は犯罪の実行を容易に
する等、当該学校の安全と秩序の維持に支障を及ぼ
す恐れがあるため

生活文化局私
学部私学行政
課

11 H31.2.25 H31.3.29
○○校設置認可にかかる審議
会議事録

1
当該公文書は、実施機関では現在保有しておらず、
存在しないため

生活文化局私
学部私学行政
課


